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令和６年度 事 業 報 告 

自：令和 ６年４月 １日 

至：令和 ７年３月３１日 

 

中津市の地域農業における担い手不足や高齢化による労働力不足に対応するため各種事

業を行い、農地利用の最適化・効率化を推進するため農地中間管理事業による担い手への

農地利用の調整及び農作業受委託事業を行いました。 

地域農業経営サポート事業においては、集落支援・担い手支援・新規就農者支援に取り

組み、地域農業経営の継続を支援する体制作りに努めました。 

公共施設（堆肥センターやまくに）の管理運営事業では、耕畜連携の中心的役割を果た

し、家畜排せつ物の処理から家畜飼料（ＳＧＳ：ソフトグレインサイレージ）の供給を行

い、持続可能な資源循環型農業の構築を図りました。 

令和３年度から取り組んでいる、堆肥センターやまくにの完熟堆肥で生産したブランド

米「やまくに誉」については、管内道の駅、直売所への出品をはじめ、イベントでの販売

促進活動や商品ＰＲに努め、農家所得向上に取り組みました。 

令和６年度から栽培が困難になった果樹園を公社が借り受け梨の試験栽培に取り組みま

した。 

公益社団法人農業公社やまくには、地域農業の発展に寄与することを目的として設立し、

２３年目を迎え、その実績について次のとおり報告します。 

 

－農地利用の効率化及び高度化事業－ 

 農地中間管理事業においては、農家から相談のあった農地を地域農業経営の維持発展の

ため農地を意欲のある担い手に集積し、受け手農家２８名、１０.７㏊を中間管理機構へ集

積を行い、中心経営体の規模拡大と農作業の効率化を図りました。 

本事業の推進については、地域の最終受け皿となる（株）農業生産法人やまくに及び地

域の担い手と連携を図り農業の維持及び耕作放棄地の防止に努めました。 

 

－農作業受委託事業－ 

農作業受委託事業は、基幹３作業（耕起・田植・稲刈）のうち、耕起から代掻き作業が

合計９.６㏊（前年対比７９.５％）、田植え作業が、１６.８㏊（前年度対比９６.８％）、

稲刈りが、４１.７㏊（前年度対比８３.１％）を実施しました。 

飼料価格が高騰を続ける中、ＳＧＳの生産に努め、畜産農家と連携して質と供給量の安

定を目指し、畜産農家の需要に応えることができました。 

資材価格の高騰により農家所得が減少する中、地域に合った作物の選定のためジャガイ

モの試験栽培を（株）農業生産法人やまくにと協力して行いました。今年度は、合計面積

９２.３ａ（前年度対比７８.７％）、うち一般農家３７.６ａ（前年度対比８１.６％）の作

付けを行いました。しかし、天候不順などの影響で収穫量を確保することができず課題の

残る結果となりました。 

また、今まで委託していた水稲の育苗を農業公社で実施できるよう、育苗ハウスの建設
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などの整備を行いました。これにより、育苗から田植、稲刈、ライスセンターまでを一貫

して実施することができるようになりました。 

 

－担い手育成事業－ 

農家戸数の減少や地域の高齢化が進行する中、地域の担い手確保及び育成が急務となっ

ています。このような中、新規就農者確保の取り組みについては、次世代を担う地域の人

材の確保、地域の担い手となる人材確保のため県農業大学校と就農状況等の情報交換を行

い、翌年度から農大生１名の採用を行いました。 

地域おこし協力隊については、梨研修園の経営管理、梨学校の再校の業務を担ってもら

い、数年後の就農につながるよう市と連携し３名の募集を行っています。 

農家の高齢化、担い手不足にともない農地の総合管理（利用権設定）の相談は増加して

おり、地域の担い手との調整を行う中で、担い手の中核となる（株）農業生産法人やまく

にに集積を行い管理面積は、３４.６㏊（前年度対比１１０.８％）と増加しました。 

栽培が困難となった果樹園を農業公社が７３.５a借り受け試験栽培を行いました。梨と

キウイ、ブドウなど複合品目による作業分散や安定的な収入確保を目指し、経営指導がで

きる体制整備を行いました。 

地域農業経営サポート機構は、中津市担い手育成総合支援協議会や農業委員会と連携し

経営継続を必要とする農家の支援を広域的に行いました。サポート機構の受託サポーター

は合計９９名となりました。今後も地域ごとのサポーター確保に努め農地利用の最適化を

推進していきます。 

農作業受託のマッチングでは、耕起作業を０.５㏊、代掻き作業を１.３㏊、田植え作業

を２.３㏊、稲刈り作業を３.２㏊、草刈り作業を０.２㏊、を行いました。 

また、中山間地域等直接支払交付金制度の事務代行は５集落、共同作業の支援では、中

山間地域等直接支払交付金制度で２１集落、多面的機能支払交付金制度では９集落で構成

員として（株）農業生産法人やまくにが参加するように調整を行い、集落及び制度の維持

に取り組みました。 

 

－公共施設等の管理事業－ 

堆肥センターやまくにの管理運営については、家畜排泄物の処理と良質な完熟堆肥の生

産、販売及び堆肥散布を行い、耕畜連携の中心的な役割を果たすことで資源循環型農業の

推進に努めました。 

堆肥の生産については、利用者ニーズにあった良質な堆肥の生産に取り組み、堆肥生産

（販売）量３,３７５t（前年度対比１１１.３％）を確保することができました。 

他産地との差別化を図るため完熟堆肥を使ったブランド米「やまくに誉」の取り組みに

よって、堆肥需要の拡大と資源循環型農業の推進を図ることができました。 

 

－農産物等販売受託事業－ 

農家所得の確保を目指すブランド米「やまくに誉」の取り組みについては、耶馬溪町で

行われたしもげ大軽トラ市をはじめ、各種イベント等に出店、出品するなど、広く販売促

進活動を行いました。 
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また、令和３年度より登録を開始したふるさと納税返礼品では、今年度は５３３件の注

文がありました。 

しかし、全国的な米不足の影響により十分な量を確保することができず、新規の注文を

受けることが困難な状況となりました。 

翌年度はブランド米としての品質を安定して保ち、まとまった数量を確保して販売する

ために、誉生産組合への肥培管理等の指導に努めていきます。 

 

－その他公社の目標に必要な事業－ 

作業の省力化、効率化を図るため、中山間地域の条件不利な農地の除草剤、農薬散布等

のドローン防除４７.３㏊（前年比８８.６％）を（株）農業生産法人やまくにと協力して

実施しました。 


